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　：海老名市）

平成27年度版

かながわ農林水産業出前講座とは・・・

詳細はホームページをご覧ください
Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7372/

　県の農林水産業の魅力や課題について県民の皆様に理解を深めていただくため、県の農林水産業
の現状や農林水産業の活性化に向けた取組などについて、県職員が県民の皆様のもとへ出向いてお
話します。

かながわ農林水産業出前講座メニュー
■かながわの農林水産業の概要を知りたい

■かながわの農林水産物について知りたい

■かながわの農林水産業体験について知りたい

■かながわの農林水産業における環境保全について知りたい

■かながわの農林水産物の安全性について知りたい

■かながわでの農業参画について知りたい

・かながわの都市農業の推進
・県内の農業生産の状況
・持続的な水産業
・かながわの水産業
・つくり育てる漁業

・かながわブランド
・畜産物のできるまで
・県産木材の家づくり

・水源の森林づくり
・かながわの里地里山
・漁業環境の保全

・森林ボランティア　　・市民農園

・本格的に農業参画をお考えの方へ

・かながわの農地
・神奈川県育成品種とその特性
・神奈川県の林業再生の取組
・農地や用水路などの農業生産基盤整備の概要

・かながわの水（み）・土（ど）・里（り）とふれあう活動

・環境にやさしい農業を進めるために
・家畜のふん尿の利用（リサイクル）

・県産水産物の放射能検査について

ツイッター＠AFF_KNGW（かなふうの農林水産だより＠神奈川）
facebook～かなふぅ食育事務所～もあります！
　ツイッターでは、神奈川県の農林水産に関する情報、イベントなどをつぶやいています。
　かなふぅが所長を務める「かなふぅ食育事務所」のfacebookでは、神奈川県の食育について、
情報発信しています。
「かなふぅ食育事務所」facebook
URL:https://www.facebook.com/kanafuu.kanagawa

神奈川県の食育マスコット「かなふう」

フォローしてね！

・県産農産物の放射能検査について
・県産畜産物の放射能検査について
・畜産物の安全性への生産現場での取組
・県産特用林産物の放射能検査について

URL：http://www.pref.kanagawa.jp/div/0501



その他25.6％

農用地
8.3％

宅地27.0％

森林39.1％

本県は、関東平平野の南西部部に位置し、2,416 の
県土に約900万人が暮らす全国でも有数の都市化の
進んだ地域ですが、農地や森林は依然として県土
面積の約半分を占めています。

76.5％

22.6％

0.9％

神奈川県土地利用現況把握調査神奈川県土地利用現況把握調査

総土地面積総土地面積
人　　　口
　　　（男）　　
　　　（女）
世　帯　数
就 業 者 数
県内総生産(生産側) 29兆7,571億円    

（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）

（平成22年国勢調査）
（平成

24

年度）  

かながわの里地里山のキャラクター
「さとっちー」

昭和45

264万人
290万人

314万人

354万人

403万人
427万人 425万人

431万人
415万人

平成2 7 12 17 2250 55 60

22

県央地域県政総合センター森林土木課

南足柄市都市整備課

県央地域県政総合センター（津久井分室）水源の森林部

相模原市緑区鳥屋

相模原市緑区三相模原市緑区三井井

湯　河　原　梅　林

箱根町観光課

鎌倉市公園協会

相模原市緑区役所鳥屋出張所

湯河原町農林水産課

散

アウトドア体験施設

在ヶ池、

林間散策路、広場、キャンプ施設、
アドベンチャー施設（ZIPLINE）

多目的広場、

林間歩道、林間広場、キャンプ施設、バンガロー

  森林再生部

   森林再生部

  森林再生部

  森林再生部

 藤沢市観光課

（代）

（代）

厚木市観光振興課

（代）

（代）

NPO法人かながわフォレストレンジャーズ

日向キャンプ場管理事務所
（7月第2土曜日～8/31）

（代）
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県西地域県政総合センター水源の森林推進課

　農林水産業は、新鮮な野菜、牛乳や肉・魚など食料
の供給だけでなく、良好な景観の形成、防災、県土の
保全、水源のかん養、自然環境の保全、文化の伝承、
情操のかん養など様々な働きを持っており、わたした
ちが生きていくうえで欠くことができない大切なもの
です。
　一方で、農林水産業を続けていくには、皆さん一人
ひとりの理解と支えが必要です。
　この冊子は、本県の農林水産業の現状やそれを担
っている人々の姿を知っていただき、わたしたちのく
らしを支えている農林水産業について多くの方
に理解を深めていただくためにつくりました。
　ご活用いただければ幸いです。

アウトドアベース
～あつぎ弁天の森～

大 磯 町 高 麗

青根緑の休暇村 緑の休暇村センター　042-787-2215
いやしの湯　042-787-2288相模原市緑区青根 宿泊施設・日帰り温泉・テニスコート・

コテージなど

2,415.81㎢

（4,548,781人）
（4,550,203人）

9,098,984人

4,146,942人
3,970,674世帯

シャワー施設・バンガロー・バーベ
キューハウス・魚つかみどり・魚つり
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農家後継者で、他産業従事
後に農業に従事した者。
非農家出身者で、農業に就
業した者。

15歳以上の世帯員のうち、過去1年間に何日かでも農業に従事した人。
15歳以上の世帯員のうち、過去1年間に自営農業のみに従事した人、または農業とそれ以外の
業の両方に従事した人のうち農業の従事日数が多い人。
農業就業人口のうち、農業を主な仕事としている人。

　65歳以上　
　7,878
（56.1）

　65歳以上
　6,029
（60.2）

22,881人

14,756

14,025

19,815人

13,575

10,021

農業従事者数　　　　42,696人
農業就業人口　　　　28,331人
基幹的農業従事者数　24,046人

単位：人

単位：人（％）

男
14,025人

男 女

女
10,021人

「2010年世界農林業センサス」

「2010年世界農林業センサス」

農業労働力の概要（平成 22年）

基幹的農業従事者（平成 22年）

403
（2.9）

　　4,063
　　（29.0）

1,681
（12.0）

1,276
（12.7）

　59歳　
2,634
（26.3）

82

調査対象：調査日以前1年間（H25.4.2～H26.4.1）の40才未満の就農者
新規就農者（平成26年４月1日調査）

（担い手支援課調べ）

（0.8）

─　13　─

〈 農 業 従 事 者 〉
〈 農 業 就 業 人 口 〉

〈基幹的農業従事者〉

〈 U タ ー ン 〉

〈 新 規 参 入 〉

　平成25年度に新しく農業に就業した40才未
満の人は92人です。
　地域別に見ると、横浜川崎、県央、湘南地域が
多く、部門別では野菜経営に就業する人が多い
状況にあります。
　なお、40才以上65才未満の新規就農者は、45
人となっています。
　この他、企業などの法人の農業参入も近年増
えています。 短大・大学卒8

高校卒8

農業
アカデミー卒
18

Uターン・
新規参入
37

果樹 9
畜産 5

花き
12

その他 1

　高齢社会を迎える中で、農業労働力も高齢化が進
んでいます。
　また、農業就業人口は女性が高い割合を占めてお
り、農業生産において重要な役割を果たしているだ
けでなく、地域活性化の担い手としてもその活躍が
期待されています。

92人

92人

その他
21

生産
技術科
10

技術
専修科
8

野菜
65

生産
技術科
10

技術
専修科
8

生産
技術科
10

技術
専修科
8

生産
技術科
10

技術
専修科
8

30～



農家経済

「農林水産統計年報」

「農林水産統計年報」　

農家経済の全国的現況（平成25年）

販売農家1戸当たりの総所得の推移

農業所得
農外所得
年金等の収入+
農業生産関連事業
農業依存度

（万円)
1，200

1，100

1，000

900

800

700

600

500

400

300

200

100

昭和55年 60 平成2 7

農業粗収益－農業経営費
農外収入－農外支出
農業所得＋農外所得＋年金等の収入等
農業所得+農外所得
農業所得÷（農業所得+農業生産関連事業所得+農外所得）×100

千円

千円

千円

千円

千円

千円

802

7,915

10,301

1,321

1,531

4,727

項　　目 神奈川 全国平均

　平成25年の販売農家1戸当たりの総所得は、約1,030万円です。
農外所得が多いため、農業依存度は約9.2％となっています。

（％）

40

30

20

10

12 17 18 19 21 22 23 24 2520

17.0
15.2

20.8％

15.4
17.4 20.6

16.7

8.1

17.217.9

27.4
26.4

14.4

653万円

828

1,050 1056
1,010 1,011

800
847

910

791

919
888

772

648

137

134

599

156

133

538

108

126

778

69

164

1,030

792

80

158

本県の食料生産の特徴と食料自給率について

─　14　─

農 業 所 得

農 外 所 得

総 所 得

（注）平成7年以降は、販売
　　農家についての数字で
　　ある。平成15年まで
　　は農家所得で集計。

農 業 所 得
農 外 所 得
総 所 得
農 家 所 得
農業依存度（％）

○本県の農業は、地形や気候などの自然条件や身近に大消費
　地を持つという特徴を生かして、国民（県民）の健康で豊か
な生活に必要不可欠な食料を生産しています。
○本県で生産される農産物の品目別の構成は、全国平均に比
べて米の比率が少なく、野菜や果実、畜産物（牛乳・豚肉・鶏
卵）など生鮮食料の比率が高いという特徴があります。
　（P17農業産出額の円グラフ参照）
○そして、野菜は256万人、牛乳は122万人の年間消費量に
相当する生産量があります。
○農林水産省が行った、都道府県の食料自給率の試算（各都道
府県で生産される農林水産物が、その都道府県で全て消費
　されると仮定し、平成24年度カロリーベース※で計算）では、

本県の食料自給率は2％（全国45位、国全体では39％）とな
っています。
※一般的に用いられている食料自給率は、農林水産物を熱
　量（カロリー）に換算して、どの程度国産でまかなってい
　るかを算出します。（供給熱量自給率（％）=国産熱量／国
　内供給熱量×100）
○本県の食料自給率（カロリーベース）が低い原因として、
　次のような理由が挙げられますが、いずれも本県農業の
　特徴と重なります。
①農地面積が少なく（全国45位）、人口が多い（全国2位）。
　（農地面積の全国に占める割合は0.4％に対し、人口の全
　国に占める割合は7％）
②畑が主体で水田が少ないため米の比率が低く、野菜や果
　実など、カロリーの低い農産物の生産が中心となっている。

0

100

200

300

400

500

600

700

800

9.2

（注）平成24年結果は標本
替えにより約4割の取り
まとめ対象経営体が新
規標本となっている。



農地
　農地面積は、昭和40年代には都市化により急激に減少しましたが、最近はゆる
やかな減少傾向で推移しています。

（農政課調べ）

市街化区域農地(県内)は「市町村税財政データ集」、生産緑地地区は自然環境保全課調べ

「農林水産統計年報」

目的別農地転用面積の推移

都市農地での営農（川崎市）

田
普通畑
樹園地
牧草地

(ha)

(ha)

10,000

昭和50 年55 60 平成2

100

749.9

634.3

726.1

581.8

公共的施設

鉱工業用地 植林1.7

1.6

5.6

1.3

200 300 400 500 600 700 800 900（ha ）

昭和55年

60

平成2

7

7

20,000 30,000

28,900

40,000

28,200

27,000

10,528ha

市街化区域内農地（県内）

生産緑地地区

1,552ha

24,100

11,000

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

その他

21,100

21,700

12 17

2,958ha

1,380ha

12 410.1
1.0

1.4

22

24

25

23

17

22 24 25 26

386.8
2.5

2.1

13.1 11.8 24.8

14.8 12.9 23.6 47.1

13.8 7.9 30.8 41.9

11.6 13.6 26.4 47.1

52.432.9

7.9 51.735.8

13.1 11.8 24.8

14.8 12.9 23.6 47.1

13.8 7.9 30.8 41.9

11.6 13.6 26.4 47.1

12.3 52.432.9

6.6 0.3

3.2

3.6

0.85.9 0.1

0.1

0.1

0.6

0.4

1.8

257.5

248.8

332.9

242.1

61.0%

%35.4

35.3

37.5

57.157.1

7.9 51.735.8

20,400

20,000

19,700

20,100
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0.3
19.7 60.9 19.1

県土面積に占める農地面積の
割合（平成26年）
19,700/241,586ha＝8.2％

　市街化区域内の農地は減少傾向にありますが、本県農地面積の約2割を占め、新
鮮な野菜・果物の供給や緑地空間の提供など重要な役割を果たしています。
　なお、県内全市の市街化区域内農地は、「保全する農地」と「宅地化する農地」
に区分され、平成26年12月現在で「保全する農地」としての生産緑地地区に
1,380haが指定されています。

　転用面積は、昭和60年以降増加の傾向で、平成4年をピークにその後はおおむね減
少傾向となっています。
　目的別には、住宅用地が最も大きく、次にその他（駐車場など）となっています。

昭和55年

60

7

12

17

22

24

25

26

平成2

48.6　住宅用地

57.0％

37.1 56.1％
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700

800

600

900
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　農地の有効利用や生産性の向上を図るため、貸し借りにより担い手農家に利用集積
を進めています。

　農作物の作付延べ面積は、18,900haで、野菜・果樹などの作付比率が高いのが
特徴です。

（農政課調べ）

「農林水産統計年報」

「農林水産統計年報」

農地の利用率の動き

利用権設定面積の推移

作付延べ面積の割合（平成25年）

120

125
（％）

115

110

105

100

95

90

85

80

121.3

118.5

110.8

107.0
108.5
102.0

100.7

113.8

103.7

98.2

114.2

104.5

92.2

昭和55年 60 平成2 7

昭和55年 60 平成2 7

農地の利用率（％）＝　　　　　　　×100作付延べ面積
農地面積

12

整備された農地（畑）（三浦市三戸小網代地区）

田
畑
田畑計
全国田畑計109.0

98.8

97.7

105.8

94.5

17 22 24 2523

12 17 22 252423

103.2

94.7
95.1
97.6

98.2

93.4
95.7 94.4 94.4
96.1 95.5

97.7 97.7 97.4

94.5

91.8 91.9 91.8

96.3

97.0

92.2
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野菜
46.3％

果樹
17.6％

稲
16.7％

花き
10.3％

飼肥料作物
3.9％

作付延べ面積
18,900ha

(農地面積20,000ha)

その他
3.3％

かんしょ
1.9％

・・・

96.6

利用権とは、農業上の
利用を目的とする賃借
権及び使用貸借による
権利等をいいます。

19.3

252.7

322.6
353.6

453.9

513.7

623.9

697.4

760.5

816.4



3,220

16,000

3,220

15,400

3,220 3,210 3,160

農業生産

「農林水産統計年報」（農業振興課調べ）

「農林水産統計年報」

農業産出額の推移

■農業産出額

作

　付

　面

　積

16,500

3,350

15,900 15,800 15,600

作付面積
収穫量
10a当たり収量

（ha)

10,000

5,000

600
（kg)

500

400

300

昭和50年 55 60 平成2 7

365387

433 433 452

6,750

26,100

5,510 20,100

5,180

22,400

4,320

18,700

3,920

17,700

（t）
35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

12 24 2517

474
511

479

21 22 23

507

3,300

16,400

496 492 493 495

収

　
　穫

　
　量

10
a
当
た
り
収
量

きじゅもち
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神奈川 全　国

その他
16.8

鶏卵5.5

果実
10.9

生乳
6.3

豚5.5

鶏卵
  5.2

花き
6.3

その他　
　5.3

豚6.8

生乳
8.1

果実
9.0

野菜
26.6

米
21.0%

花き4.1

工芸農作物
2.2

※工芸農作物…茶、なたね、こんにゃくなど
　　　　　　　収穫後、加工して用いる作物

平成25年
84,668億円

平成25年
804億円

野菜
55.2

米5.0％

工芸農作物
0.2

　本県の平成25年の農業産出額
は804億円で、野菜、果実、牛
乳などの生鮮食料の割合が高いの
が特徴です。

　「キヌヒカリ」を中心に、「さとじまん」や「コシヒカリ」「喜寿糯」等の品種が栽培され
ています。生産量は15,600ｔあり、県内各地の農協等で販売されています。「さとじまん」は、
平成17年から作付けが始まった良食味品種です。

1,004

1,093 1,092 1,120

903
827

755
736

777
809 805

野菜4
44

果実8
8

生乳5
1

豚44

鶏卵4
2
その他

（畜産
）16

その他
0.2％

工芸農
作物2

耕種8
0.8％

畜産1
9.0％

花き5
1その他

（耕種
）27

米40

1,200
（億円）

1,000

800

600

400

200

0
昭和50年 55 60 平成2 7 12 17 「農林水産統計年報」21 22 23 2524

804



「農林水産統計年報」

主な野菜の作付面積と
収穫量（平成25年）

(ha) (t)

収穫量作付面積

※野菜には、イモを含む。　　「農林水産統計年報」「野菜生産状況表式調査」（農業振興課調べ）

野菜の作付面積、10aあたり収量、収穫量の推移
指数（平成15年=100）

作付面積（ha)

10a当たり収量（kg）
収穫量（t)

作付面積　　　10,401ha
10a当たり収量　3,327kg
収穫量　　　　346,091t

平成15年=100

トマトの生産（平塚市）

キャベ ツ

だいこん

ほうれんそう

ば れ い しょ

こまつ な

さとい も

す い か

ね ぎ

か んしょ

689

419

470

436

367

365

382

7,920　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9,340

6,490

5,930　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11,800

8,680　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7,010

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和50年 55 60 平成2 7 12 15 17 21 22 23 24 25

13,262（127.5）

404,828（117.0）

3,053（91.7）

3,021（90.8）

3,107（93.4）

3,252（97.7）

3,319（99.7） 3,324（99.9）

3,306（99.4）
3,377（101.5）

3,303（99.3）3,291（98.9）3,314（99.6）

423,500（122.4）

414,311（119.7）

384,712（111.2）

359,847（104.0）

14,033（134.9）

13,630（131.0）

12,739（122.5）

11,591（111.4）

10,827（104.1）

10,007（96.2）

330,830（95.6）
324,817（93.9）

313,604（90.6）
309,960（89.6）

295,794（85.5）

9,618（92.5）

9,495（91.3）
9,417（90.5）

8,926（85.8）
8,795（84.6）

3,280（98.6）

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

135

288,475（83.4）

423,900（122.5）

　野菜は、本県の農業生産の中心となってお
り、平成25年の作付面積は、8,853ha（イモ含
む）です。温暖な気候に恵まれていることと大消
費地に近い利点を生かし、たくさんの種類が栽
培されています。特に三浦半島は、キャベツ、
だいこん、すいかなどの大産地となっています。
　また、温室やビニールハウスを利用したトマト
やきゅうり、いちごなどの生産も盛んです。

1,670

1,150

76,600

           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　91,300  
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「農林水産統計年報」

主要果樹の生産状況（平成25年）ただし※は平成21年

新しい中晩かん「湘南ゴールド」

「農林水産統計年報」

主要花き・観賞樹の生産状況（平成25年）

15

8

（ha） 00102030 500 1,000 1,500（万本・万鉢）

53

出荷数量作付面積

（ha) （t)

シクラメンの生産

25

なし

かき

キウイフルーツ

うめ

くり

ぶどう

998

88 746※

392

1,950

2,060

2,150※

栽培面積 収穫量

1,290

「農林水産統計年報」

みかんの栽培面積と収穫量の推移
4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

（ha)

昭和50年 55 60 平成2 7

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

(t)

20,000

成園（果実を収穫している園）

未成園（育成中の園）

収穫量

12 24 252321 22
70ha

1,330ha

17

バ ラ

シ ク ラ メン

パ ン ジ ー

508

419

145

283

259 5,660

─　19　─

　みかんをはじめ、ぶどう、なし、かき、くり、うめ、キウ
イフルーツなどたくさんの種類の果樹が栽培されて
います。みかんは、多様な果物が手に入りやすくなっ
たことや、安価な輸入果実との競合による需要の低
下により、経営環境は厳しい状況にありますが、新し
い中晩かん類への更新などにより、おいしいみかん
の産地づくりが進められています。
　ぶどうやなしなどの落葉果樹の多くは、直売や宅
配などで、消費者に販売されています。

　バラ、スイートピー、カーネーションなどの切花、
パンジーなどの花壇用苗物、シクラメン、プリムラ
類などの鉢物が生産されています。
　消費地に近いため、直売も盛んに行われていま
す。観賞樹は、横浜市や藤沢市、川崎市を中心に
生産されています。

24,600t24,600t



農業生産手段

「農林水産統計年報」

栽培面積
生産量（荒茶）

（ha)
500

400

300

200

100

60昭和55年 平成2 7

309

380t

306
ha

313

246

294

224

12

400

350

300

250

200

(t)

荒
茶
生
産
量

栽

　培

　面

　積

　

263

214

21 22 24 2523

273 274 275 275 260265

230

242

17

「2010年世界農林業センサス」

販売農家100戸当たりの農業機械所有台数（平成22年）

茶の栽培面積と荒茶生産量

　トラクター、田植機、コンバインな
どの農業機械の利用が進んでいます。

（台)
100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

87.3

37.1

23.2

ちゅう  さんかん

※平成22、23、24、25年の生産量（荒茶）のデータは集計されていません。

トラクター 動力田植機 コンバイン

　茶は、県西・県央・県北の中山間地域の傾
斜地を中心に栽培されています。
　最近は、農作業の省力化を図るため、乗
用型摘採機の利用を前提として、平坦地等
においても栽培が行われ、新たな産地も育
ちつつあります。
　本県で生産されている茶は、各地域で荒
茶加工した後、（株）神奈川県農協茶業セ
ンターに一元集荷され、仕上げ加工を行い
「足柄茶」として販売されています。

　ガラス温室やビニールハウスなどの施設園芸
は、面積の限られた農地で高い収益があげられる
ため、導入が進んでいます。

299
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2,143戸

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0

100

200

300

400

500

600

昭和60年 平成2 7 12 17 22

園芸施設の設置面積と経営体数の推移

果樹
花き･花木･種苗類
野菜
経営体数

(ha) (戸)

「世界農林業センサス」

308ha
4.5%

67.8%

27.6%

(延数)



畜産

「農林水産統計年報」「農林水産統計年報」

乳用牛の飼養戸数・頭数 肉用牛の飼養戸数・頭数

飼養戸数
飼養頭数
1戸当たりの頭数

昭和50年 平成2

34,200頭

12.9頭

20.4

24.4

29.0
29.1

2,660戸

2,130

38，700

34,700

30,200

23,500 320戸

280
310

330
310

7,150
6,900

5,830

5,100

2,610頭

23.1

810

1,240

1,700

6055 7

飼養戸数
飼養頭数
1戸当たりの頭数

昭和50年 平成26055 7

27.6

12

17,700

580

8.2頭

18.2 18.8
20.9

7,090

12

200

35.5

45.8

17

5,360

117

57.8

生産者が共同出資し
牛肉レストランを経営

30.5 30.6

17

30.7 30.5

22

9,640

314

8,380

275

7,860

270

7,220

262

25 2624

13,600

445

18.2

22

4,740

82

4,740

82

4,940

86

25

4,660

79

2624

57.4

̃̃

自農場のしぼりたて
牛乳を使用したジェ
ラートを販売

57.8
59.0

　急速に進む都市化の中で、環境問題などの制約により、畜産を営む農家は減少しています。
　このような中で、本県の畜産は環境保全の推進などにより、都市との調和を図りつつ経営体質の強化を進
めています。

　乳用牛の飼養戸数・頭数は減少傾向が続いてい
ますが、家畜改良増殖技術等を活用した牛の高能
力化（乳量・乳質の向上など）等により、県民の約
122万人分に当たる牛乳を供給しています。
　また、最近では一部の生産者が自ら乳製品の加
工販売に取り組んでいます。

　肉用牛の飼養戸数・頭数は、増加した後減少に
転じ、近年はほぼ横ばいで推移しています。
　また、消費者の求めるおいしい牛肉作りを目指す
ため、ブランド化の取組が行われています。
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74,900

豚の飼養戸数・頭数

飼養戸数
飼養頭数
1戸当たりの頭数

昭和50年 平成260

2,640戸

67.7頭
149.8

204.3

393.4

560.5

179,000頭

1,410

211,200

870

177,700

350

137,700

190

106,500

55 7

130

100,300

12

採卵鶏の飼養戸数・羽数

飼養戸数
飼養羽数（千羽）
1戸当たりの成鶏めす羽数

「農林水産統計年報」（注）但し、平成3年から300羽未満、平成10年から1,000羽
　　未満の飼養者は除く。

「農林水産統計年報」

947羽

3,074

2,670戸

昭和50年

2,786

3,190

930

55

4,060

2,928

590

60

771.5

1,607

120

12

12,100

17

89

1,453

生産者が自農場の
豚肉を直接加工、
販売

地元に根ざした
鶏卵の直売所

食の安全・安心推進体制について

1,978

180

7

9,670

○かながわ食の安全・安心キャラバン
○かながわ食の安全・安心基礎講座
○かながわ食の安全・安心モニター
○情報提供・意見募集等

食の安全・安心の確保に関する推進体制と取組

［リスクコミュニケーション］
○神奈川県食の安全・安心推進
　会議

［庁内推進体制］

食の安全
安心

23

1,170.3

17

95

92,400

972.6

1,169.51,173.8 1,175.4

14,000

3,623

2,262

530

平成2

62

1,077

62

1,224

58

1,134

23 25

56

1,061

2624

16,700 18.900 18.800 18.200

64

71,600

25 2624

61

69,000

59

67,000

57
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　豚の飼養戸数・頭数は減少傾向にありましたが
近年はほぼ横ばいで推移しています。
　また、一部の生産者は生産主体の経営から転
換し、豚肉やハム・ソーセージ等の加工品の直売
を行っています。

　鶏の飼養戸数・羽数は減少傾向が続いていますが、
近年は1戸当たりの飼養羽数はほぼ横ばいで推移し
ています。
　県の中央部には企業的経営による大規模な養鶏
場が集中しています。一方で、横浜、川崎地域は鶏卵
の直売を行う庭先養鶏場も多く、地場流通も盛んで
す。

　県では、食の安全・安心の確保を推
進するため、庁内推進体制を整備する
とともに、平成21年７月に「神奈川県
食の安全・安心の確保推進条例」を制
定し、県民や事業者の皆様と協力して
取組を進めています。
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森林・林業のすがた
森林の概況

森林面積と森林資源

森林の所有規模

本県の森林の地域特性を標高別に見ると、次の3地域に大別できます。

里山域（概ね標高300m未満）

奥山域（概ね標高800m以上）

「神奈川地域森林計画データ
（森林法第２条関係）」 （H26.10）

市町村、財産区有林（7％） 竹林 888ha
（1％）

その他 
3,035ha
（4％）

20年生以下
395ha（1％）

マツ（2％）

津久井地域津久井地域

県西地域県西地域

奥山域

山地域

奥山域

山地域

県央地域 横浜・川崎地域

湘南地域
里山域

三浦半島地域三浦半島地域
凡　例
スギ
ヒノキ
その他の針葉樹
広葉樹
竹林
草地
伐採跡地
採石（土）場
その他

民　　有　　林　84,221ha（89％）

県有林
（27％） 公団・公社、会社・個人有林・社寺有林（55％）

国有林
10,659ha
（11％）

針　　葉　　樹
32,338ha（38％）

広　　葉　　樹
47,960ha（57％）

4,918ha
（16％）

5,992ha
（19％）

15,757ha
（49％）

71年生以上
4,900ha
（15％）

人工林31,962ha（40％） 天然林48,336ha（60％）

スギ
（23％）

ヒノキ
（15％） 広葉樹（60％）

森林の所有形態別面積

（森林面積　94,880ha）

民 有 林 の 林 相 別 面 積

（民有林面積84,221ha）

民有林（立木地）の樹種別面積

（民有林（立木地）面積 80,298ha)

民有林の人工林の林齢別状況

（人工林面積31,962ha）

「2005年農林業センサス」「2010年世界農林業センサス」

所有規模別林家数

50ha以上

2010年

2005年

98

192

6.337991 694 380

3,698 901 646

171

3,982

90

366 5,872

(戸)

─　23　─

　横浜、川崎、三浦半島、県央、湘南、県西地域
に及ぶ市街地周辺の平地林及び丘陵林。
　都市化の進展に伴い生活環境保全空間としてか
けがえのない森林地域。

　丹沢山地と箱根外輪山を中心とする古くから林
業生産活動が行われてきた森林地域。
　相模湖、丹沢湖、宮ヶ瀬湖等のダム上流域は水
源かん養林として重要な役割を担う森林地域。

　丹沢の奥地や箱根を中心とした急峻な地形の多
い森林地域。
　ブナを始めとする天然林が多く、県下でも最も
原生的な自然が残っている。かながわの原風景と
も言うべき貴重な自然環境であり、野生動物を含
めて保全していくことが重要な森林地域。

　本県の森林面積は県土の39％、
94,880haで、全国の都道府県
の森林面積では第44位となって
います。県民一人当たりでは
105㎡で全国平均の1,966㎡と
比較すると約19分の１となって
います。
　また、森林資源のうちスギ・
ヒノキ人工林は、36年生以上の
森林が83％を占め、資源の成熟
化が進んでいます。

その他
針葉樹
（0％）



林業を支える人々

森林を保全するために

（森林再生課調べ）

林業就労者数の推移

平成20年度

（人）

　

60歳以上

30歳未満

平成27.3.31.現在（水源環境保全課調べ）

保安林の概況

土砂流出防備保安林
土砂崩壊防備保安林
※25,882ha 水源かん養

保安林
25,356ha

その他の保安林
※569ha

※兼種保安林については、上位の
　ものに取りまとめています。
　端数四捨五入のため、合計は本
　文中とあいません。

22年度0

100

200

300

400

500

407

106

93

95

81

32

409

108

91

90

84

36
23年度21年度

404

101

104

75

87

37

研修対象 研修コース

森林体験コース
演習林実習コース

素材生産技術コース

流域森林管理士コース

森林整備基本研修

研修コース内容

○森林・林業に関する体験実習、座学
○演習林での現場実習、座学

○間伐材搬出促進のための路網整備・機械集材の
　技術研修

○森林・林業に関する実技講習、座学、資格
　取得のための技能講習

○森林・林業に関する体験実習、座学
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林 業 就 業 希 望 者

中 堅 技 術 者

上 級 技 術 者

森林整備新規参入者

　林業就労者数は昭和45年度は692人い
ましたが、長期的には減少傾向となって
います。
　また、60歳以上の割合が、平成７年度
には40％を占めていましたが、近年は若
返りが進み、平成25年度は22％となって
います。

389

88

86

39

78

98

24年度 25年度

339

74

75

82

70

38

　森林は、水源のかん養、洪水や土砂崩れ等
の災害防止、生活環境の保全、保健休養の場
などさまざまな役割を果たすことにより県民
生活に貢献しています。本県では公益性の高
い森林を目的別に13種類の保安林に指定して、
森林機能の高度発揮に努めています。
　保安林面積は51,808haで、全森林の55％
を占めており、全国平均の48％より高くなっ
ています。
　保安林に指定された森林では、崩壊してし
まった森林の復旧や災害防止のための工事、
水源かん養機能等多様な森林機能を向上させ
るための森林整備などの治山事業を実施して
います。

356

65

78

93

86

34

かながわ森林塾
かながわ森林塾の現場研修（演習林実習コース）

　林業の担い手の確保・育成を着実に進めるため、平成21年度に担い手育成の研修機関として「かな
がわ森林塾」を開校しました。ここでは、林業の仕事をしてみたいという人たちから、高度な知識・
技術を学びたいという既就労者の人たちまで、様々な技術レベルに応じた研修を行っています。



17

18

19

20

21

22

23

24

25

森林の整備

（森林再生課調べ）

造　林保　育

山行苗木の使用状況（平成25年度）

50404,000 30201000
（ha）

平成16年

※山行苗木…苗畑で造林用に育成された苗木

森林の保育（手入れ）

造林と苗木の生産

1414

3,000 2,000 1,000
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山行苗木の
使用量
72千本

ヒノキ
45千本
（63％）

広葉樹
16千本
（22％）

スギ
11千本
（15％）

2,327 257枝打ち 563 除間伐 1,507 下刈

13

17

21

14

11

11

12

28

20

25

造林

2,126

2,324

455

544

1,474

1,602

197

178

2,773 671 1,971 131

2,585 502 1,975 108

3,193 470 2,615 108

1232,1785312,832

3,027 1252,356546

2,324 591 1,628 105

2,374 495 1,804 75

無花粉スギ品種の調査（横浜市戸塚区）

　戦中から戦後にかけた大量の森林伐採により裸地状態であった山々は、その後、スギ・ヒノキの植
林が進められ、緑が回復しました。これらの人工林は、間伐や枝打ちなどの保育（手入れ）が必要となっ
ていますが、近年は、林業経営の不振により、森林所有者のみでは森林の保育（手入れ）が行き届か
ないことから、「水源の森林づくり事業」により、県民と一体となった森林づくりを進めています。

　造林面積は、林業経営の不振により昭和27年度の2,131haを最大として、近年は 10 ～ 30 ha程度で
推移しています。それに伴い木材生産用のスギ・ヒノキ苗木の使用量は減少していますが、広葉樹の使用
量は少しずつ増えてきていますので、生産者は県内の種子による多彩な広葉樹苗木の生産にも力を入れて
います。
　また、スギ・ヒノキ苗木については、花粉の少ない品種及び無花粉品種の開発に取り組んでおり、その
普及を進めています。

（ha）



（面積：ha）
0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

長期施業受委託

協力協約

買取・寄附

水源協定林

水源分収林

（確保手法）
628.54

4,297.73

1,556.58

11,185.34

530.70

水源の森林づくり

水源の森林エリア

（水源環境保全課調べ）

平成9～平成26年までの公的管理・支援を行なうこととした森林の面積

協力協約

水源協定林

水源分収林

買取り

森林所有者が行う森林整備の経費の一部を助成します。

長期施業受委託 森林所有者が森林組合に預けて行う森林整備・管理の経費の全部、または一部を助成します。

森林所有者との協定（借り上げなど）により、森林を整備します。

森林所有者との分収契約により、森林を整備します。

貴重な森林や水源地域の保全上重要な森林を買い入れ、保全整備を行います。

水源の森林エリア

目標とする森林

水源の森林づくりの手法
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　「水源の森林づくり」は、相模川水系及び
酒匂川水系の上流で、城山ダム、宮ヶ瀬ダム
及び 三 保ダムの 上 流 域を中 心とした
61,555haの森林をエリアとしています。
　そ の 中 の 私 有 林40,612haの 概 ね2/3
（27,000ha）に対して、公的な管理・支援を
進めていきます。

　森林は、雨水を蓄えゆっくり流し続けることから「緑のダム」と呼ばれて
います。そこで、水源地域の森林を水源かん養機能などの公益的機能の高
い森林に変えていくため、県民・森林所有者と一体となって「水源の森林づ
くり」を平成９年度から進めています。

　「水源の森林づくり」では、スギ・ヒノキの
人工林を巨木林、複層林、針広混交林、健全
な人工林に誘導したり、広葉樹林を活力ある
森林に整備して、豊かで活力ある多彩な森林
をつくります。

　多彩で活力のある森林を
つくるには、長い年月と地
道な取組が必要です。
　水源の森林づくりでは、
5つの手法で私有林の公的
管理・支援を行っています。

巨木林：樹齢100年
以上の樹木からなる
森林

複層林：高い木と低
い木からなる二段の
森林

針広混交林：針葉樹
と広葉樹が混生する
森林

健全な人工林：間伐
等の手入れが行き届
いている人工林

活力ある広葉樹林：
林内植生が豊かな地
域の自然環境に適応
している広葉樹林
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「第61回全国植樹祭」を記念したイベントの開催

森林づくり県民運動

第２期実行５か年計画の12事業

１ 水源の森林づくり事業の推進

２ 丹沢大山の保全・再生対策

３ 渓畔林整備事業

４ 間伐材の搬出促進

５ 地域水源林整備の支援

県 民

12

施策の見直し

森林の保全・再生

河川の保全・再生
６ 河川・水路における自然浄化対策の推進

10

11

水源環境保全・
再生を支える取組

８ 県内ダム集水域における公共下水道の整備促進

９ 県内ダム集水域における合併処理浄化槽の整備促進

地下水の保全・再生
７ 地下水保全対策の推進

水源環境への負荷軽減

良質で安定的な水の供給 参参加加とと意意志志のの反反映映

（※税収規模：年額　約39億円、5か年で約195億円）

県
民
参
加
に
よ
る
水
源
環
境
保
全
・
再
生
の

た
め
の
仕
組
み

相
模
川
水
系
上
流
域

対
策
の
推
進

　県では、赤ちゃんが誕生した記念に植樹をしてい
ただく「成長の森」といったイベント等で親しみな
がら森林の大切さを知っていただく活動や森林づく
りボランティア活動等への支援、企業や団体に寄附
と森林活動による協力をいただく「パートナー制度」
など多様な方法により、森林づくり県民運動を推進
しています。

　平成22年５月23日（日）に開催された第61回全
国植樹祭を記念して、毎年５月の第４週の日曜日
を「かながわの森へ行こうの日！」として、日ごろ
森に行く機会の少ない県民の皆様に森へ行くことを
勧めています。
　また、隔年で「緑の祭典」を開催し、本県の森林
再生の取組を発信する象徴的なイベントとして、県
民の皆様の理解と協力を得ながら森林づくりを進め
ていきます。

「緑の祭典」イベントにおける植樹作業（川崎市）

「成長の森」植樹の様子（県立21世紀の森）

第２期



森林からの多彩な産物

製材工場での丸太加工 キンダーガーデンやまと（内装材に県産木材を使用）

主な特用林産物生産量の推移

生しいたけ
ひらたけ
なめこ

たけのこ
木炭

木材生産量の推移

0

10

20

30

40

50

60

70
千ｍ3

昭和45 55 平成 2 12 15 17 22 23 24

「神奈川県素材生産量調査」、農林水産省「木材需給報告書」

その他の針葉樹 ヒノキ スギ

25 年
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　県産木材の生産量は、昭和40年代のピーク時には、年間
10～ 14万m3でしたが、近年は、木材価格の低迷やコスト
増加などにより減少を続け、平成15年には５千m3を下回
るまでになりました。
　木は、植えて、育てて、使える再生産可能な資源です。
緑豊かな森林を保つためには、枝打ちや間伐を行い、その
過程で生産された木材を利用することで再び森林の手入れ
につなげる「森林循環」を進めることが必要です。
　このため、道から近い森林では、間伐材を搬出し有効利
用を進める取り組みを強化してきた結果、少しずつ増加し
てきており、平成25年には17千m3 （スギ７千m3、ヒノキ
10千m3）の木材が生産されました。
　こうして生産された木材の約50％は丸太のまま県外へ
流通し、残りは県内の製材工場で、柱や板などに製材され
ています。
　県では、これらの県産木材を県が実施する土木工事や県
有施設の建設などに積極的に利用しているほか、幼稚園や
公民館などの公共施設や、個人住宅の建築などで利用して
いただけるよう普及PRに努めています。
　また、森林循環の中から生み出される木材を県民の皆様
に積極的に利用していただくことにより、健全な森林の保
全を目指す取り組みとして「かながわ木づかい運動」を行っ
ています。

　素材（丸太）のほかに、しいたけなどのきのこ類や、た
けのこ、竹材、木炭などの特用林産物も生産されています。
きのこ類は健康食品として注目されています。また、木炭
はレジャー用燃料としての用途のほか、調湿・脱臭などに
利用されています。
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　このマークは、県産木材の利用促進のシンボルマークとして制定したも
ので、県産木材で作られたテーブルなどに貼りつけるなどのＰＲに使って
います。



水産業のすがた
漁業の概況

漁業を支える人々

経営体数、就業者数及び漁船隻数は「平成25年漁業センサス」、他は「農林水産統計年報」
（注1）表の各数値に内水面の値は含まれていない。 
（注2）四捨五入の関係で、合計が合わないことがある。
（注3）神奈川の数値は、国立研究開発法人水産総合研究センター及び県水産技術センターの数値を除いてある
　　　ので、実際の年報の数値とは異なる。
　　　（以下、同）

項　　　　目 単位 神奈川 全国順位全　国

海 面 漁 業

海面養殖業

漁業生産量

漁業生産額

経営体

人

隻

ｔ

ｔ

ｔ

億円

億円

億円

1,157

2,273

2,096

35,735

34,534

1,201

126

122

4

94,507

180,985

152,998

4,730,155

3,733,824

996,331

13,537

9,478

4,059

28

28

28

28

24

27

28

24

27

かながわ漁業の主要項目（平成25年）
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　本県は、面積でみれば全国43位ですが、海岸線の延長距離が約430kmと長く（全国27位）、黒潮
の影響を受けるため、東京・横浜という大都市に近接しながらも相模湾や東京湾は多種多様な魚介類
に恵まれています。
　三崎漁港を基地として世界の海で主にまき網やはえ縄でかつおやまぐろを漁獲する遠洋漁業、主に
伊豆諸島周辺海域でたもすくい
や釣りによりさばやきんめだい、
むつなどの底魚（そこうお）を
漁獲する沖合漁業、定置網、釣、
まき網、刺網など、様々な漁法
で多種多様な魚介類を漁獲する
沿岸漁業、わかめ、のりなどの
海藻類を生産する海面養殖業、
あゆ、わかさぎ、にじますなど
を対象とする内水面漁業・養殖
業などが行われており、平成25
年の漁業生産量は約35,735ト
ン・漁業生産額は約126億円でし
た。

漁 業 経 営 体 数

漁 業 就 業 者 数

漁 船 隻 数

海 面 漁 業

海面養殖業

漁業就業者数の推移 漁業経営体数の推移

15

20

25

10

昭和58年

63

平成5年

01,0002,0003,0004,0005,000 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500
「漁業センサス」（注）就業者数の20年の年齢構成は、15～29歳、30～39歳に変更（以降、変更なし）。

（人） （経営体）

女性

4,678

4,211

3,365

2,950

2,421

2,496

2,273

2,071

1,901

1,745

1,618

1,358

1,243

1,15746.0％ 30.1％

10.9％

60歳以上 40～59歳 25～39歳

動力船10t以上 定置・地びき網15～24歳

5.8％

35.0％ 43.9％

8.6％

8.9％

3.5％7.2％

動力船1～10t未満 海面養殖

漁船非使用、無動力、
船外機付き及び動力船1t未満

　本県の漁業経営体や漁業就業者の数は、減少傾向が続いています。平成25年の漁業
就業者数は2,273人で、そのうち60歳以上が46％を占めています。



■主なマグロ漁場図

凡例

漁業を支える漁場、漁港及び漁船

沿岸漁場 沖合漁場 遠洋漁場

「TUNA QEEN WEB SITE」
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刺
等

東京湾で行われている主な漁業
小型機船底びき網漁業・まき網漁業・刺
網漁業・あなご筒漁業・たこつぼ漁業等

業
船びき網

相模湾で行われている漁業
定置網漁業・刺網漁業・しらす、さより
　　　 船びき網漁業・まき網漁業等

様々な漁業が営まれており、
東京湾では、あなご、かれい、
しゃこなど内湾性の魚介類が、
また相模湾では、あじ、さば、
いわしなどの回遊性の魚類が主
に漁獲されています。

伊豆諸島周辺海域を主漁場
としてさばやきんめだい、
むつなどの底魚を漁獲して
います。

遠洋まぐろはえ縄は世界の
広い海域を、大中型まき網
はインド洋や太平洋を漁場
として、まぐろ等を漁獲し
ています。

　マグロの中で最高級品とされるクロマグロは北半球の海域に、次いで高級品とされるミナミマグロ
は南半球の温帯域に多く生息しています。また、メバチマグロ、キハダマグロ、ビンチョウマグロは
世界中の海に広く分布しています。



48.9

9.9

0.70.9

22.7

16.0

平成２６年
３,０２１隻

（水産課調べ。平成26年12月末現在）
（注）淡水漁船以外は海水漁船

小田原漁港（第三種漁港）

三崎漁港（特定第三種漁港）
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　本県の平成26年の漁船登録隻数は
3,021隻であり、約98％が動力船です。
また、登録漁船の約88％が沿岸漁業に
従事する10トン未満の小型漁船で占め
られています。

　県内には第一種漁港から特定第三種漁港まで大小25の漁港があり、漁船の係留や水揚の場
となっています。一番水揚量が多いのは三崎漁港で、平成24年の全県水揚量33,363トンの約
54％を占めています。また、川崎港を除く6港湾にも、漁港同様の機能を備えた区域があり、
漁業活動に利用されています。

1.0



豊かな海の恵み

漁業の生産動向向

「農林水産統計年報」（注）のりの生産量は水産課による推計値

海面漁業・養殖業の生産量構成比（平成25年）

みづき漁業

まぐろの水揚風景（三浦市）

その他
7.0％

その他の釣
13.8％

まぐろ
はえ縄
7.7％

その他の
はえ縄
41.5％

その他の
網漁業
37.0％沖合漁業

892t

海面養殖業
1,201t

わかめ
56.1％

のり
30.4％
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　平成25年の本県の海面漁業と海面養殖業の生産量は約35,735トンで、定置網などの沿岸漁業が50％、
まぐろはえ縄などの遠洋漁業が44％、さばたもすくいなどの沖合漁業が３％、わかめやのりの生産を
主とする海面養殖業が３％を占めています。
　生産額では、約126億円のうち、沿岸漁業が34％、遠洋漁業が58％、沖合漁業が４％、海面養殖業
が３％を占めています。

■海面漁業・養殖業の生産量、生産額の推移

遠洋漁業
15,671t

まき網
52.7％

まぐろ
はえ縄
47.3％

大型
定置網
54.9％

その他
9.2％

採貝・採藻
3.2%

その他の
刺網
3.3％

その他の釣
3.6％

小型
定置網
8.9％

小型
底びき網
3.4％船びき網

2.8％

中小型
まき網
10.8％

沿岸漁業

こんぶ
      6.5％

17,971t

36.6％ 12.6％ 47.4％ 69.4％ 7.3％ 21.4％

沿岸 沖合 遠洋

94,284

75,580

68,442

47,027

43,214

42,685

35,735

養殖 3.3％

3.4％

50.3％ 43.9％

生
産
量

生
産
額

22

7

昭和60年

遠洋 沖合 沿岸

平成2年

24

25

23

「農林水産統計年報」
（億円）（t）

（注）　19年以降の沿岸、沖合、遠洋別生産量は未公表のため
　　　各業種の操業形態から推定して分類した。

（注）　19年以降の業態別生産額は未公表のため、
　　　魚種別生産額をもとに計算した推計値。

020,00040,00060,00080,000100,000 0 100 200 300 400 500

461

322

287

150

142

141

126

養殖 1.9％

2.5％ 4.4％

58.3％

34.2％

3.2％



24 25（年）22 23昭和60年 平成2 7

つくり育てる漁業、守り育てる漁業

栽培漁業、資源管理型漁業

「農林水産統計年報」

【相模湾地区】 【三浦半島地区】

「農林水産統計年報」

千尾（千個）

【東京湾地区】沿岸漁業魚種別生産量の推移 【県計】

相模湾
6,524t

（川崎市から横須賀市北下浦までの漁獲量）
（沿岸漁業のみの漁獲量）

（沿岸漁業のみの漁獲量）

（三浦市と横須賀市大楠までの漁獲量）
（沿岸漁業のみの漁獲量）（葉山町から湯河原町までの漁獲量）

（沿岸漁業のみの生産量）

（公財）県栽培漁業協会提供
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　平成25年の沿岸漁業魚種別生産量の第１位は、さば類で4,632トン、次いでいわし類4,508トン、あじ類987トン
の順となっています。地区別にみると、東京湾地区は、小型底びき網やまき網などによるこのしろ類、すずき類やあ
なご類、三浦半島地区は、まき網や定置網によるいわし類、さば類、相模湾地区では、定置網によるいわし類、さば
類及びぶり類の漁獲量が多く、地区ごとに特色ある魚種構成となっています。

県計
17,971t

　

さば類
25.8%

あじ類
7.1%

ぶり類
5.2%

いわし類
22.2%

かつお類
    7.2%

さば類
33.2%

いさき
4.9%

その他
20.2%

いわし類
25.1%

あじ類
5.5%

かつお類
4.6%

その他
34.4%

ぶり類
4.6%

三浦半島
9,536t

東京湾
1,911t

その他
43.3%

すずき類
16.0%

このしろ
17.8%

さば類
3.2%

あなご類
7.1%

かれい類
3.8%いわし類

8.7%

いわし類
30.5%

さば類
31.0%

あじ類 5.4%

ぶり類 5.0%

海藻類 3.4%

さざえ 2.2％

その他
22.5%

　本県では、まだい・ひらめ・とらふぐ・あわび及びさざえ
などの人の手によって育てた稚魚等を放流する栽培漁業を進
めています。その中でも、まだいは漁業者に加えて、広く遊
漁者などからの協力金も得て積極的に事業を進めています。
さらに、栽培漁業にとどまらず、広く水産資源を持続的に有
効利用するため、資源管理型漁業を推進し、漁業者による自
主的な取組も積極的に支援しています。

（年）昭和60年 平成2 7 22 23 2524

その他

海藻類
ぶり類
かつお類

いわし類

（5,806t）

（823t）

さば類（4,632t）

（384t）

（831t）

（4,508t）

あじ類（987t）

34,550t

17,971t

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（t）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2,075
2,159

さざえ
668

ひらめ
244

あわび
311

まだい
741

とらふぐ
111

（水産課調べ）
あわび、まだいは県栽培漁業協会で生産
さざえは水産技術センターで生産



川や湖で行われている淡水魚の採捕や養殖業

内水面漁業・養殖業

水産加工業の生産量及び経営体数の推移

内水面漁業生産量構成比（平成25年）

アカモクの加工品（左：乾物、右：茹で冷凍）

アカモク収穫作業

　　　

あゆの河川放流実績と養殖池入れ実績

236
234

266
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　平成25年の本県の水産加工業の生産量は44,433トンで、そ
のうち31％をかまぼこなどのねり製品が占めています。
　また、見向きもされなかった海藻のアカモクを水産技術セ
ンターが指導し、食品化したアカモク製品が注目を集めてい
ます。

　相模川、酒匂川、芦ノ湖などでは、あゆ
釣やわかさぎ釣などが行われています。こ
れらの河川・湖沼では、漁業協同組合など
が毎年種苗を放流しています。
　また、あゆやにじますなどの養殖業も行
われています。

恵まれた水産資源を生かした水産加工

内水面漁業・養殖業生産量の推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

内
水
面
漁
業

1,460

452

養殖業

12％

88％

「農林水産統計年報」

昭和60年 平成2 7 22 252423 （年）

（注）平成18年から遊漁者の漁獲量が除かれた。

0

100

200

300

400

500

600

480

272

河
川
放
流

67.3％

養殖
32.7％

24 25（年）2322昭和60年 平成2

（水産課調べ）

（t）

（万尾）

「農林水産統計年報」

あゆ
89.9%

うぐい・
おいかわ
5.8%

わかさぎ
1.0%

その他
3.3%

相模川
95.0％

その他
5.0％

河川別
397t

魚種別
397t

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

50

100

150

200

250

300

0

（t）

（注）平成18年以降は、経営体数の調査なし。

昭和60年 平成2 22 23 25247 （年）

44,433

13.1%

20.1%

34.3%

30.7%

1.8%

（経営体数）

「水産加工統計調査」

そ の 他

冷凍食品

塩干

冷凍水産物

練り製品

経営体数

飼肥料



神奈川の特色を生かした農林水産業の展開
■プロジェクトのねらい
● 農林水産資源の利活用による地域活性化
● 活力ある森林づくり
● 水産資源の豊かな海づくり

■3年間の具体的な取組
●県民の求める「食」の提供の推進
・生産者及び流通業者等との連携
・県が開発した新品種などの生産
・県産畜産物の知名度向上、販売力の強化
・農業に意欲のある個人や企業などの新規参入を支援
●県産木材の有効活用の促進
・県産木材の生産の促進
・県産木材の新たな流通システムの構築
・品質と性能の確かな県産木材製品の生産と消費拡大の推進
●水産資源の回復と有効利用の促進
・つくり育てる漁業（栽培漁業）の推進
・守り育てる漁業（資源管理型漁業）の推進

■プロジェクトのねらい
● 病気にならないための生活習慣の改善

■3年間の具体的な取組
・食生活習慣の改善に向けた普及啓発
・医食農同源の考え方に立った、健康増進に役立つ食の研究
・県内産農産物の活用などにより未病を治す取組みの推進

■数値目標の達成状況

（担い手支援課、森林再生課、水産課調査）

●農林水産業への新たな就業者数
（2011年） 2012年 2013年 2014年（見込み）

（74人） 64／80人

年　　　度

実績／目標 81／90人 ―／100人

（2010年） 2012年 2013年 2014年（見込み）

（15,664㎥） 19,230／23,500㎥

年　　　度

実績／目標 17,152／26,500㎥ 21,000／30,000㎥

（2010年） 2012年 2013年 2014年（見込み）

（3組合） 15／13組合

年　　　度

実績／目標 15／15組合 17／17組合

（森林再生課調査）

●県内産の木材生産量（スギ・ヒノキ）の増加

（水産課調査）

●資源管理計画を策定した漁業協同組合数（累計）

県が育成した新しいトマト「湘南ポモロン」

かながわ県産木材品質認証マーク

2012年４月登録かながわブランド「あかもく」

食がカラダを変えるin花菜ガーデン
　　　　　　　　　　（料理教室）

農林水産業の活性化をめざして

医食農同源など病気にならない取組みの推進
（県民が安心できる保健・医療体制の整備）

　県では、県政運営の総合的・基本的指針を示す総合計画として、かながわグランドデザイン「実施計画」（2012（平成
24）年度～2014（平成26）年度）を策定し、先進性や発展性を持った重点政策を分野横断的にまとめ、「いのち輝くマグネッ
ト神奈川」を実現していくための具体的な取組みとねらい、工程などを示した27のプロジェクトを政策のまとまりごと
に６つの柱を立てて位置づけた「プロジェクト編」と、県の政策の全体像を総合的・包括的に示す「主要施策」などをま
とめた「主要施策・計画推進編」により、県民、NPO、企業、団体、市町村などと、県の政策について、情報や目的の
共有化を図り、県民総力戦による取組みを進めてきました。
　農政関係では、６つの政策のまとまり（柱）のうち、「神奈川のポテンシャルを生かした活力創出」の中で、「神奈川の
特色を生かした農林水産業の発展」を実現するため、プロジェクトを位置づけたほか、「いのちが輝き誰もが自分らしく
くらせる社会づくり」の柱の中のプロジェクトにも施策・事業を位置づけ取り組んできました。
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かながわ水産業活性化指針

かながわ森林再生50年構想

基本目標（海・川の豊かな恵みと潤いを提供する活力ある水産業をめざして）

豊かな食を支える活力ある水産業 自然と共生し県民と交流する水産業

概ね10年後（平成27年度）のかながわの水産業のめざす姿

目標値（沿岸漁業生産量など4つ）

かながわ農業活性化指針

地域別の取組方向（東京湾、三浦半島、相模湾、内水面の4地域）

豊かな食を支える活力ある水産業
を実現するために

①地産地消による水産業の振興
②資源の有効活用と安全で安心な水産物の確保
③水産業の経営基盤の強化
④地域に即した生産の振興
⑤水産基盤の整備
⑥水産技術の開発と普及

自然と共生し県民と交流する水産業
を実現するために

⑦多様な生物が生息する水辺環境の保全と創造
⑧都市住民も参加した水産業の推進
⑨安全防災を支える漁業関係施設の整備

重点的に取り組む施策

神奈川県都市農業推進条例
基本理念（第3条）

①新鮮で安全・安心な食料等の安定供給と地産地消の推進
②多様な担い手による農業資源の維持・確保と農業の発展
③農業の有する多面的機能の発揮と循環型社会への貢献

・農業の生産基盤の確保及び整備の
推進

・農地の有効利用の促進
・地域の農業を生かした県民と農業
者との交流の推進

・未利用資源の有効活用の促進を通
じた農業の生産性向上の推進
・環境に調和する農業生産の推進
・その他都市農業の持続的な発展の
ために必要な施策の推進

・安全・安心な食料等の供給の推進
・地産地消の推進
・農業経営の安定化の推進

・食と農に対する県民の理解の促進
・農業の多様な担い手の育成及び確
保の推進

基本的施策（第7条）

都
市
農
業
の
持
続
的
な
発
展

県
民
の
健
康
で
豊
か
な
生
活
の
確
保

標  高
800m

標  高
300m

森林ゾーンごとの50年後のめざす姿

強い農業かながわモデルの構築（県民と一体となった施策展開）

区　　分

奥　　山

里　　山

山  地

森林ゾーン めざす姿

ブナ林など自然林を
再生するゾーン

多様な生き物が共存
するゾーン

木材資源を循環利用
するゾーン

身近なみどりを継承
し再生するゾーン

道から遠い
ところ

道から近い
ところ

県民の求める「食」の提供
○地産地消の新たな展開
○安全・安心な農畜産物の提供
○多様な担い手の育成・確保

「農」の潜在力の活用
○「農」への参加支援
○体験・交流機会の提供の拡大
○医食農同源の取組

都市農業の持続的な発展を支える基盤の整備
○農畜産物の差別化とブランド化を支える新品種の
　開発と特性の解明
○有害鳥獣被害対策の強化
○大学との連携推進

ブナやモミなど高標高域を象徴する
多様な樹種と階層を持った自然林

多様な生き物が生息する針葉樹が
混生する広葉樹林

資源循環を取り戻した持続可能な
人工林

クヌギ、コナラ、クリなどの森の
恵み豊かな落葉広葉樹林
四季を通じてうっそうと茂る照葉樹林
日が差し込み、風の通る竹林

　この条例は、食料等の安定供給、農
業の有する多面的機能の発揮を通じて
都市農業の持続的発展を図り、県民の
健康で豊かな生活の確保に寄与するこ
とを目的として制定しています。
（平成18年4月1日施行）　
　条例では、基本理念や基本的施策、
県民・農業者・農業団体・県のそれぞ
れの責務、施策の総合的かつ計画的な
推進を図るための指針の策定等を定め
ています。

　この指針は、「神奈川県都市農業推
進条例」第８条に規定された指針であ
るとともに、「かながわグランドデザ
イン・実施計画」を補完する農業分野
の個別指針となっています。
　指針では、「いのち輝くマグネット
神奈川」の実現に向けて、「食」と「農」
をキーワードに『県民の求める「食」
の提供』『「農」の潜在力の活用』『都
市農業の持続的な発展を支える基盤の
整備』の３つの視点で施策を展開しま
す。
（平成24年3月改定）

　県土の39%を占める森林は、今、県
内各地で手入れ不足などにより荒廃が
進んでいます。県では、前の世代から
引き継いだ森林の様々な恵みを子や孫
に手渡すため、50年かけて、皆さんと
ともに森林再生に取り組んでいきます。
（平成18年10月策定）

　この指針は、「かながわグランドデ
ザイン・実施計画」を補完する水産分
野の個別指針として、『海・川の豊か
な恵みと潤いを提供する活力ある水産
業をめざして』という基本目標のもと、
平成27年度（2015年度）における「か
ながわの水産業のめざす姿」及び4つ
の「目標値」を示すとともに、その実
現に向けて今後10年間に「重点的に取
り組む施策」及び「地域別の取組方向」
を定めています。
（平成17年3月策定）

・農業経営の高度化並びに農業者及
び農業関係団体の情報交換の促進

○「食」に対する多様なニー
ズに対応した生産者と消費
者、流通・加工・小売・飲
食業者等の新たな結びつき
による農畜産物の利用拡大

○「農」の持つ多様な価値を
活用し、県民とのつながり
の強化やＮＰＯ法人等の参
加拡大

○特色ある農畜産物の供給力
の確保



研究と開発

農林水産業を支える技術開発と普及
農業技術センター

三浦半島の温暖な気候を生かした
低コスト型夏秋どりパプリカ栽培

スイートピーの新品種
「スプラッシュレッド」

生食・加熱調理両方に向く
  トマト新品種「湘南ポモロン」

さわやかな風味が特長の　
「湘南ゴールド」

普及と支援

農業者に対し、農業技術支援を軸とした農業経営体の育成を行っています。

イチゴの生産者ほ場巡回 農業担い手経営研修会
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　農業技術センターでは県民の豊かな生活を支える都市農業の実現をめざして、最先端の農業技
術の研究・開発を行っています。
　また、農業現場で解決を必要とする課題を的確に把握し、農業経営の改善等に役立つ新しい技
術や知識を早期に農家へ伝達するとともに、県民に開かれたセンターを目指し、積極的に情報を
提供しています。

・生産性の向上、省力化、省エネ化など、人と環境にやさしい技術の
　開発、研究に取り組んでいます。

・地産地消を促進し、かながわの優位性を発揮する、新規性・独自性
　に着目した特産品の開発に取り組んでいます。

・遺伝子解析手法などの最新技術を活用して成果を提供します。

　県民に新鮮で安全な農産物を安定して提供するための技術開発や、環境と調和した農業を推進
するための技術開発に取り組んでいます。

・新規就農者や経営発展を目指す農業者に対し、技術・経営能力向上の支援をしています。

・県民のニーズや実需者のオーダーに応じた農産物の安定生産や省力・低コスト生産技術、
高品質生産技術等の導入に対する支援をしています。

・環境にやさしい農業生産に向けた取
組に対する支援をしています。

・食の安全・安心確保に向け、GAP等
の取組を推進しています。

・地域振興に向けた取組に対する支援
をしています。



  

江ノ島丸によるさばの調査（伊豆諸島海域）

間伐した林の
植生の変化を調査

丹沢稜線部での
ブナ林の再生試験
（ササの刈払い）
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　水産技術センターでは、県民に海・川の豊かな恵みと潤いを提
供するために、三浦市の本所、相模原市の内水面試験場、小田原
市の相模湾試験場において、魚介類の資源生態や資源管理に関す
る調査研究、海況予測や急潮の発生機構に関する調査研究、種苗
生産や放流手法など栽培漁業に関する技術開発、定置網などの網
漁具の改善・開発、藻場や希少淡水魚を対象に生態系の復元や保
全に関する調査研究等を行っています。

　自然環境保全センターは、ブナ林の保全･
再生技術の開発や、森林の持つ水源のかん養
等の多様な働きを向上させるための森林整備
技術の改良、整備結果を評価するためのモニ
タリング調査を行っています。また、シカ等
の野生動物と共存するための森林管理技術の
研究や、花粉症対策として花粉を作らないス
ギやヒノキの種苗の実用化にも取り組んでお
り、調査結果や成果に関する情報提供も行っ
ています。

　畜産技術センターでは、県民に新鮮で安全な畜産物を提供し、環境と調和した畜産業を推進
するための試験研究を行うとともに研究成果や高度技術等を県内の畜産農家に普及・指導し、
畜産の担い手の育成・支援をしています。
　また、県民に畜産に対する理解を深めていただくために施設公開や、出前講座などを行って
います。

水産技術センター

畜産技術センター

自然環境保全センター

食品残さの給与試験 マーケティング調査

銘柄鶏の開発と飼養衛生管理方法の確立

施設公開・出前講座の様子 担い手育成・支援のための研修会



牧場面積94.0ha・ハイキング道など

中井町環境経済課

置場

小田原市役所農政課

施設：休憩室、トイレ、駐車場、更衣室、農機具置場

津久井浜観光農園

離れのやど　星ヶ山

横須賀市津久井

愛甲郡清川村煤ヶ谷

足柄上郡松田町寄

足柄上郡松田町松田惣領

小田原市根府川

小田原市根府川

小田原市江之浦

相模原市緑区鳥屋

相模原市緑区名倉

横浜市青葉区寺家町

横浜市戸塚区舞岡町

秦野市東田原

メロン狩り園・いちご狩り園・みかん狩り園・
サツマイモ掘り園・ジャガイモ掘り園・遊歩道

農産物直売所・観光案内所

農園:30㎡／127区画、50㎡／83区画　福祉区画４㎡／６区画
利用料：30㎡・21,000円／年、50㎡・35,000円／年
施設：休憩室、トイレ、更衣室、農機具置場

休憩宿泊施設・マス釣り場など 

農林漁業体験実習館（１F売店、２Fクラフト
工房・ハーブを素材にしたリース作り体験等、
３Fレストラン）、ハーブ園

みかん狩り園・レモン狩り園・休憩宿泊施設など

食体験・休憩宿泊施設・みかん狩り園・体験農園
など
朝採り野菜及び山野草直売、農林水産物加工販
売、組紐など工芸体験、観光案内など

花き温室・さつまいも園・遊漁園（マス釣り）など

総合案内所・ハム工房・農産物集出荷場・散策路・
ふれあい広場・竹の子掘り・トマトもぎ・梅もぎ・
ジャガイモ掘り・サツマイモ掘り等農体験など

よこすか葉山農協北下浦支店 
046-849-4506
清流の館　046-288-2700 
清川村産業観光課　046-288-3864 
自然休養村管理センター　0465-89-2960 
松田町環境経済課　0465-83-1228

松田山ハーブガーデン　0465-85-1177 
松田町環境経済課　0465-83-1228

きのこ苑お山のたいしょう
0465-29-1393
離れのやど　星ヶ山
0465-28-1122
江の浦テラス
0465-29-0456

鳥居原ふれあいの館
042-785-7300

そば打ち体験「東雲（しののめ）」　0463-84-1282 
ふるさと伝承館
0463-84-1281

横浜市北部農政事務所　045-948-2483

総合案内所　虹の家　045-826-0700 
横浜市南部農政事務所　045-866-8493

JA津久井郡藤野支所　042-687-4511
園芸ランド運営協議会 会長 倉田泰明　090-1888-1206

やどりぎ

いえ

たわら

秦野市農産課 
0463-82-5111

グリーンファーム青野原 

東田原ふれあい農園 

東山ふれあい農園 

栢山ふれあい農園 

淵野辺地区ふれあい農園 

相模原市緑区青野原

秦野市東田原 

綾瀬市早川 

小田原市曽比

相模原市中央区淵野辺本町 

横浜市金沢区柴町 

藤沢市遠藤 

松田町寄

秦野市堀山下 

中井町北田 

真鶴町岩 

富士見ファーム赤羽根

八幡谷戸ふれあいガーデン

茅ヶ崎市赤羽根

伊勢原市西富岡

総合案内所・ふるさとの森・陶芸舎など 総合案内所 四季の家　045-962-7414 

0465-83-1188
株式会社 報徳農場

0463-87-6052
表丹沢堀山下ふれあい農園組合

0467-53-5653
富士見ファーム赤羽根市民農園管理事務所

0463-95-1243
八幡谷戸ふれあいガーデン指定管理者　株式会社　中村園

042-769-8239
相模原市役所農政課

ひらつか花アグリ 平塚市寺田縄

平塚市寺田縄県立花と緑のふれあいセンター
「花菜ガーデン」 花のコレクション展示、農業体験や園芸教室など

平塚市産業振興部農水産課
0463-73-6170

0463-23-1111

花菜ガーデン
（指定管理者（株）かながわGAパートナーズ）

農産物直売所／いちご狩りセンター／農の体験・
交流館など

機

そば打ち体験・農畜産物直売所・親水公園・ふるさと
伝承館

283

228

248 1

146

12,000円／25㎡／年

32,400円

7,500円

柴シーサイドファーム

遠藤ふれあい農園 

上曽我ファミリー農園 

松田町ふれあい農園 

表丹沢堀山下ふれあい農園

富士見台ふれあい農園 

真鶴町ふれあい農園 

小田原市上曽我

186区画
594円

19,440円

曽我みのり館のトイレを利用可能

農園:30㎡・71区画、50㎡・94区画　福祉区画２区画
利用料：21,000円／年（30㎡）、35,000円／年（50㎡）、3,000円／年（福祉区画）
施設：休憩室、トイレ、駐車場、貸出用農機具及び置場

※利用料は、消費税込み

清流の館

寄自然休養村

松田山ハーブガーデン

きのこ苑お山のたいしょう

江の浦テラス

藤野園芸ランド

寺家ふるさと村

舞岡ふるさと村

秦野市田原ふるさと公園

鳥居原ふれあいの館

しいたけ植菌体験としいたけ狩り園・みかん狩り園・
竹の子掘り・食体験施設など

─　39　─



その他25.6％

農用地
8.3％

宅地27.0％

森林39.1％

本県は、関東平平野の南西部部に位置し、2,416 の
県土に約900万人が暮らす全国でも有数の都市化の
進んだ地域ですが、農地や森林は依然として県土
面積の約半分を占めています。

76.5％

22.6％

0.9％

神奈川県土地利用現況把握調査神奈川県土地利用現況把握調査

総土地面積総土地面積
人　　　口
　　　（男）　　
　　　（女）
世　帯　数
就 業 者 数
県内総生産(生産側) 29兆7,571億円    

（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）
（平成26.10.1）

（平成22年国勢調査）
（平成

24

年度）  

かながわの里地里山のキャラクター
「さとっちー」

昭和45

264万人
290万人

314万人

354万人

403万人
427万人 425万人

431万人
415万人

平成2 7 12 17 2250 55 60

22

県央地域県政総合センター森林土木課

南足柄市都市整備課

県央地域県政総合センター（津久井分室）水源の森林部

相模原市緑区鳥屋

相模原市緑区三相模原市緑区三井井

湯　河　原　梅　林

箱根町観光課

鎌倉市公園協会

相模原市緑区役所鳥屋出張所

湯河原町農林水産課

散

アウトドア体験施設

在ヶ池、

林間散策路、広場、キャンプ施設、
アドベンチャー施設（ZIPLINE）

多目的広場、

林間歩道、林間広場、キャンプ施設、バンガロー

  森林再生部

   森林再生部

  森林再生部

  森林再生部

 藤沢市観光課

（代）

（代）

厚木市観光振興課

（代）

（代）

NPO法人かながわフォレストレンジャーズ

日向キャンプ場管理事務所
（7月第2土曜日～8/31）

（代）
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県西地域県政総合センター水源の森林推進課

　農林水産業は、新鮮な野菜、牛乳や肉・魚など食料
の供給だけでなく、良好な景観の形成、防災、県土の
保全、水源のかん養、自然環境の保全、文化の伝承、
情操のかん養など様々な働きを持っており、わたした
ちが生きていくうえで欠くことができない大切なもの
です。
　一方で、農林水産業を続けていくには、皆さん一人
ひとりの理解と支えが必要です。
　この冊子は、本県の農林水産業の現状やそれを担
っている人々の姿を知っていただき、わたしたちのく
らしを支えている農林水産業について多くの方
に理解を深めていただくためにつくりました。
　ご活用いただければ幸いです。

アウトドアベース
～あつぎ弁天の森～

大 磯 町 高 麗

青根緑の休暇村 緑の休暇村センター　042-787-2215
いやしの湯　042-787-2288相模原市緑区青根 宿泊施設・日帰り温泉・テニスコート・

コテージなど

2,415.81㎢

（4,548,781人）
（4,550,203人）

9,098,984人

4,146,942人
3,970,674世帯

シャワー施設・バンガロー・バーベ
キューハウス・魚つかみどり・魚つり



環境農政局  総務室  企画調整グループ だいこんの収穫体験（三浦市）

しらすの天日干し（葉山町）

   パートナー活動
（伊勢原市）

環境農政局

家畜に親しむつどい
（畜産技術センター
　：海老名市）

平成27年度版

かながわ農林水産業出前講座とは・・・

詳細はホームページをご覧ください
Ｕ Ｒ Ｌ ： http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f7372/

　県の農林水産業の魅力や課題について県民の皆様に理解を深めていただくため、県の農林水産業
の現状や農林水産業の活性化に向けた取組などについて、県職員が県民の皆様のもとへ出向いてお
話します。

かながわ農林水産業出前講座メニュー
■かながわの農林水産業の概要を知りたい

■かながわの農林水産物について知りたい

■かながわの農林水産業体験について知りたい

■かながわの農林水産業における環境保全について知りたい

■かながわの農林水産物の安全性について知りたい

■かながわでの農業参画について知りたい

・かながわの都市農業の推進
・県内の農業生産の状況
・持続的な水産業
・かながわの水産業
・つくり育てる漁業

・かながわブランド
・畜産物のできるまで
・県産木材の家づくり

・水源の森林づくり
・かながわの里地里山
・漁業環境の保全

・森林ボランティア　　・市民農園

・本格的に農業参画をお考えの方へ

・かながわの農地
・神奈川県育成品種とその特性
・神奈川県の林業再生の取組
・農地や用水路などの農業生産基盤整備の概要

・かながわの水（み）・土（ど）・里（り）とふれあう活動

・環境にやさしい農業を進めるために
・家畜のふん尿の利用（リサイクル）

・県産水産物の放射能検査について

ツイッター＠AFF_KNGW（かなふうの農林水産だより＠神奈川）
facebook～かなふぅ食育事務所～もあります！
　ツイッターでは、神奈川県の農林水産に関する情報、イベントなどをつぶやいています。
　かなふぅが所長を務める「かなふぅ食育事務所」のfacebookでは、神奈川県の食育について、
情報発信しています。
「かなふぅ食育事務所」facebook
URL:https://www.facebook.com/kanafuu.kanagawa

神奈川県の食育マスコット「かなふう」

フォローしてね！

・県産農産物の放射能検査について
・県産畜産物の放射能検査について
・畜産物の安全性への生産現場での取組
・県産特用林産物の放射能検査について

URL：http://www.pref.kanagawa.jp/div/0501


